
総合事業（天晴れ介護サービス編） 
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（１）　多様な生活支援の充実
住民主体の多様なサービスを支援の対象とするとともに、ＮＰＯ、ボランティア
等によるサービスの開発を進める。併せて、サービスにアクセスしやすい環境
の整備を進める。

（２）　高齢者の社会参加と地域における支え合いの体制づくり
高齢者の社会参加のニーズは高く、高齢者の地域の社会的な活動への参加
は、活動を行う高齢者自身の生きがいや介護予防等ともなるため、積極的な取
組を推進する。

２　背景及び基本的な考え方
総合事業は、１を目的として、住民主体の多様なサービスの充実を図り、要支
援者等の選択できるサービスを充実し、在宅生活の安心確保を図るとともに、
住民主体のサービス利用の拡充による低廉な単価のサービスの充実・利用普
及、高齢者の社会参加の促進や要支援状態となることを予防する事業の充実
による要介護・要支援認定に至らない高齢者の増加、効果的な介護予防ケア
マネジメントと自立支援に向けたサービス展開による要支援状態からの自立の
促進や重度化予防の推進等により、結果として費用の効率化が図られることを
目指すものであり、その背景及び基本的な考え方は以下のとおりである。

【介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）】（2023年3月版）

※本チェックリストは、いわゆる赤本・青本・緑本等に掲載されている各種基準・告示・通知・QA・関連法令等を、通読
できるかたちに再編集したものです（訪問や通所、ケアマネジメントについては、通所介護等に準じる部分もあり、ここ
では主な内容を抜粋してあります）。
※ローカルルール等もありますが、ここに示す国が定めた基本を理解することが重要です。

介護予防・日常生活支援総合事業の適切かつ有効な実施を図るための指針

１　目的
総合事業は、市町村が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様な主
体が参画し、多様なサービスを充実することにより、地域の支え合いの体制づく
りを推進し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすること
を目的としている。
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３　総合事業の全体像
総合事業は、旧介護予防訪問介護等から移行し、居宅要支援被保険者等に対
して必要な支援を行う法第１１５条の４５第１項第１号に規定する事業（以下
「サービス事業」という。）と、第１号被保険者に対して体操教室等の介護予防を
行う法第１１５条の４５第１項第２号に規定する事業（以下「一般介護予防事業」
という。）からなる。

また、総合事業では、旧介護予防訪問介護等に相当する専門的なサービスに
加え、住民主体の支援等の多様なサービス、一般介護予防事業の充実を図
り、市町村の独自施策や市場において民間企業により提供される生活支援
サービスも含め、総合的なサービス提供が行われ、要支援者等の状態等に
あったふさわしいサービスが選択できるようにすることが重要である。その際、
新たに総合事業によるサービスを利用する要支援者等については、住民主体
の支援等の多様なサービスの利用促進を図っていくことが重要である。

（６）　共生社会の推進
住民主体の支援等を実施するに当たっては、地域のニーズが要支援者等のみ
に限定されるものではなく、また、多様な人との関わりが高齢者の支援にも有
効であることから、要支援者等以外の障害者、児童等がともに集える環境づく
りを心がけることが重要である。

（４）　市町村、住民等の関係者間における意識の共有と自立支援に向けた
サービス等の展開
市町村、住民等の地域の関係者間で、自立支援・介護予防といった理念、高齢
者自らが介護予防に取り組むといった基本的な考え方、地域づくりの方向性等
を共有するとともに、多職種によるケアマネジメント支援を行う。

（５）　認知症施策の推進
ボランティア活動に参加する高齢者等に対して認知症の理解に関する研修を
実施するなど、認知症の人に対して適切な支援が行われるようにするととも
に、認知症サポーターの養成等により、認知症にやさしいまちづくりに積極的に
取り組む。

（３）　介護予防の推進
介護予防の推進に当たっては、リハビリテーションの理念を踏まえて、「心身機
能」「活動」「参加」のそれぞれの要素にバランスよく働きかけることが重要であ
る。そのため、リハビリテーション専門職等を活かした自立支援に資する取組を
推進する。
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一　居宅要支援被保険者その他の厚生労働省令で定める被保険者（以下「居
宅要支援被保険者等」という。）に対して、次に掲げる事業を行う事業（以下「第
一号事業」という。）

イ　居宅要支援被保険者等の介護予防を目的として、当該居宅要支援被保険
者等の居宅において、厚生労働省令で定める基準に従って、厚生労働省令で
定める期間にわたり日常生活上の支援を行う事業（以下この項において「第一
号訪問事業」という。）

ロ　居宅要支援被保険者等の介護予防を目的として、厚生労働省令で定める
施設において、厚生労働省令で定める基準に従って、厚生労働省令で定める
期間にわたり日常生活上の支援又は機能訓練を行う事業（以下この項におい
て「第一号通所事業」という。）

ハ　厚生労働省令で定める基準に従って、介護予防サービス事業若しくは地域
密着型介護予防サービス事業又は第一号訪問事業若しくは第一号通所事業と
一体的に行われる場合に効果があると認められる居宅要支援被保険者等の
地域における自立した日常生活の支援として厚生労働省令で定めるものを行
う事業（ニにおいて「第一号生活支援事業」という。）

ニ　居宅要支援被保険者等（指定介護予防支援又は特例介護予防サービス計
画費に係る介護予防支援を受けている者を除く。）の介護予防を目的として、厚
生労働省令で定める基準に従って、その心身の状況、その置かれている環境
その他の状況に応じて、その選択に基づき、第一号訪問事業、第一号通所事
業又は第一号生活支援事業その他の適切な事業が包括的かつ効率的に提供
されるよう必要な援助を行う事業（以下「第一号介護予防支援事業」という。）
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二　被保険者（第一号被保険者に限る。）の要介護状態等となることの予防又
は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止のため必要な事業（介護予防サー
ビス事業及び地域密着型介護予防サービス事業並びに第一号訪問事業及び
第一号通所事業を除く。）
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４　各事業の内容
居宅要支援被保険者等の多様な生活支援のニーズに対して、総合事業により
多様なサービスを提供していくためには、市町村が中心となって、その地域の
実情に応じて、総合事業によるサービスを類型化し、それに合わせた基準や単
価等を定めることが必要である。
そこで、地域における好事例を踏まえ、以下のとおり、多様なサービスの典型
的な例を参考として示すので、市町村においては、これらを参考にしつつ、その
地域の実情に応じて、サービス提供の在り方について検討する。

第２　サービス事業

３　対象者
対象者は、要支援者に相当する者であるが、サービス事業においては、サービ
ス利用に至る流れとして、要支援認定を受け、介護予防ケアマネジメントを受け
る流れのほかに、基本チェックリストを用いた簡易な形でまず対象者を判断し、
介護予防ケアマネジメントを通じて必要なサービスにつなげる流れも設ける。前
者は要支援者、後者はサービス事業の対象者（以下「事業対象者」という。）と
して、サービス事業の対象とする。加えて、要介護認定による介護給付に係る
居宅サービス、地域密着型サービス及び施設サービス並びにこれらに相当す
るサービス（以下「要介護認定によるサービス」という。）を受ける前から市町村
の補助により実施されるサービス事業（以下「補助形式によるサービス事業」と
いう。）を継続的に利用する居宅要介護被保険者についても、補助形式による
サービス事業の対象とすることができる。

要支援者及び事業対象者については、明らかに要介護認定が必要な場合や
予防給付によるサービス（介護予防訪問看護、介護予防福祉用具貸与等）を希
望している場合等は、要介護認定等の申請の手続につなぐが、サービス事業
のサービスのみを利用する場合には、要支援認定等を受けず、基本チェックリ
ストを用いた簡易な形で、事業対象者とすることが可能となる。

基本チェックリストの活用に当たっては、市町村又は地域包括支援センターに
おいて、サービスの利用相談に来た第１号被保険者に対して、原則、対面で基
本チェックリストを用い、相談を受け、基本チェックリストにより事業対象者に該
当した者に対して、更に介護予防ケアマネジメントを行う。

なお、利用相談に際しては、被保険者より相談の目的や希望するサービスを聴
き取るほか、サービス事業、要介護認定等の申請、一般介護予防事業につい
ての説明を行う。特にサービス事業に係る説明に際しては、サービス事業によ
るサービスのみを利用する場合は、基本チェックリストを用いた簡易な形で、迅
速なサービスの利用が可能であること、事業対象者となった後やサービス事業
によるサービスを利用し始めた後も、必要な時は要介護認定等の申請が可能
であることの説明が必要である。

加えて、事業対象者は、要支援者に相当する状態等の者を想定しており、その
ような状態等に該当しないケースについては、一般介護予防事業の利用等に
つなげていくことが重要である。

第２号被保険者については、がんや関節リウマチ等の特定疾病に起因して要
介護状態等となることがサービスを受ける前提となるため、基本チェックリスト
を実施するのではなく、要介護認定等申請を行う。
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（２）　通所型サービス
通所型サービスは、旧法第８条の２第７項に規定する介護予防通所介護（以下
「旧介護予防通所介護」という。）に相当するもの（通所介護事業者の従事者に
よるサービス）とそれ以外の多様なサービスからなる。
多様なサービスについては、主に以下のようなサービス類型が想定される。
・　主に雇用されている労働者により又は労働者とともにボランティアが補助的
に加わった形により提供される、旧介護予防通所介護に係る基準よりも緩和し
た基準によるサービス（通所型サービスＡ）
・　有償・無償のボランティア等により提供される、住民主体による支援（通所型
サービスＢ）
・　保健・医療の専門職により提供される支援で、３～６か月の短期間で行われ
るもの（通所型サービスＣ）

（１）　訪問型サービス
訪問型サービスは、旧法第８条の２第２項に規定する介護予防訪問介護（以下
「旧介護予防訪問介護」という。）に相当するもの（訪問介護員等によるサービ
ス）と、それ以外の多様なサービスからなる。
多様なサービスについては、主に以下のようなサービス類型が想定される。
・　主に雇用されている労働者により提供される、旧介護予防訪問介護に係る
基準よりも緩和した基準によるサービス（訪問型サービスＡ）
・　有償・無償のボランティア等により提供される、住民主体による支援（訪問型
サービスＢ）
・　保健・医療の専門職により提供される支援で、３～６か月の短期間で行われ
るもの（訪問型サービスＣ）
・　サービス事業と一体的に行われる移動支援や移送前後の生活支援（訪問
型サービスＤ）
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（４）　介護予防ケアマネジメント
総合事業による介護予防ケアマネジメントは、介護予防支援と同様、地域包括
支援センターが居宅要支援被保険者等に対するアセスメントを行い、その状態
や置かれている環境等に応じて、目標を設定し、その達成に向けて介護予防
の取組を生活の中に取り入れ、自ら実施、評価できるよう支援する。また、高齢
者自身が、地域で何らかの役割を果たせる活動を継続することにより、日常生
活上の何らかの困りごとに対して、心身機能の改善だけではなく、地域の中で
生きがいや役割を持って生活できるような居場所に通い続けるなど、「心身機
能」「活動」「参加」の視点を踏まえた内容となるよう居宅要支援被保険者等の
選択を支援していくことも重要である。
要支援者であって、予防給付によるサービスを利用するケースについては、予
防給付の介護予防サービス計画費が支給される。要支援者及び事業対象者
で、予防給付によるサービスの利用がないケースについては、介護予防ケアマ
ネジメントが行われる。
ケースに応じ、以下のような類型の介護予防ケアマネジメントが想定される。

（３）　その他生活支援サービス
その他生活支援サービスは、居宅要支援被保険者等の地域における自立した
日常生活の支援のための事業であって、訪問型サービスや通所型サービスと
一体的に行われる場合に効果があると認められるものとして、厚生労働省令に
おいて以下の３つのサービスを規定している。
・　栄養の改善を目的として、居宅要支援被保険者等に対して配食を行う事業
・　居宅要支援被保険者等が自立した日常生活を営むことができるよう支援す
ることを目的として、居宅要支援被保険者等に対して、定期的な安否確認及び
緊急時の対応を行う事業
・　第１号訪問事業又は第１号通所事業に準じる事業であって、地域の実情に
応じつつ、第１号訪問事業又は第１号通所事業と一体的に行われることによ
り、要介護状態等となることの予防又は要支援状態の軽減若しくは悪化の防止
及び地域における自立した日常生活の支援に資する事業
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・　主に、訪問型サービス又は通所型サービスにおいて、指定事業者のサービ
スを利用するケースや、訪問型サービスＣ、通所型サービスＣを組み合わせた
複数のサービスを利用するケース等、現行の介護予防支援に相当するもの（ケ
アマネジメントＡ）
・　主に、ケアマネジメントの結果、補助形式によるサービス事業や配食などの
その他生活支援サービス又は一般介護予防事業の利用につなげるケースで
あって、緩和した基準によるケアマネジメントとして、基本的にサービス利用開
始時のみケアマネジメントを行うもの（ケアマネジメントＣ）
・　ケアマネジメントＡやＣ以外のケースであって、緩和した基準によるケアマネ
ジメントとして、サービス担当者会議などを省略したもの（ケアマネジメントＢ）
また、要介護認定によるサービスを受ける前から補助形式によるサービス事業
を継続的に利用する居宅要介護被保険者が補助形式によるサービス事業を利
用する場合については、介護給付の居宅介護サービス計画費が支給される。
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また、サービス事業を提供する事業者に対する指導監督について、市町村に
おいては、都道府県による指定居宅サービス事業者等（法第２２条第３項に規
定する指定居宅サービス事業者等をいう。以下同じ。）に対する指導監督にお
いて不適切な事例が見つかった場合に、都道府県と連携して指導監督を行う
など、効率的に適切な総合事業の実施に努めることが必要である。
特に、既存の指定居宅サービス事業者等については、引き続き、要介護者及
び要支援者双方にサービス提供を行うことが想定されることから、都道府県に
おいては、都道府県が指定した指定居宅サービス事業者等の指導監督におい
て、不正請求や運営基準違反等が判明した場合には、法に基づき勧告・命令
や指定の取消し等を行うとともに、必要な情報を市町村に提供し、共同で指導
監督を行うなど、総合事業の指導監督が効果的・効率的に実施できるよう支援
することが望ましい。
一方、指定居宅サービス事業者等以外の事業者に対する指導監督において
は、そのサービスの内容等に応じた形で実施されることが望ましい。例えば、地
域包括支援センターがケアマネジメントによりそのサービスの提供状況につい
て一定程度把握していることから、その情報を端緒として必要な指導監督を行
うことが考えられる。

５　実施方法
旧予防給付から市町村が実施する総合事業に移行するサービス事業について
は、そのサービス提供量が多いこと、委託契約の締結等の市町村の事務負担
の軽減等を考慮し、市町村による直接実施や委託だけではなく、指定事業者制
度及び国保連合会の審査支払の枠組み（市町村長があらかじめ指定した事業
者からサービス提供を受けた場合にその提供に要した費用について、市町村
が居宅要支援被保険者等に対して第１号事業支給費を支給することとし、それ
を指定事業者が代理受領する枠組み）が設けられている。総合事業は、市町
村が地域の実情に応じて居宅要支援被保険者等に対する多様な支援の形を
作っていくものであり、また、委託等による事業実施の一類型として指定の仕組
みが位置付けられるものであること等から、総合事業における指定事業者制度
では、市町村は、市町村の介護保険事業計画におけるサービス見込量等を踏
まえ、圏域内の事業所の適切な配置に留意しつつ、計画的に指定を行うことが
必要である。

サービス事業の実施に当たっては、市町村による直接実施や委託、指定事業
者制度によるサービス提供のほか、ＮＰＯ等住民主体の支援実施者に対する
補助（助成）といった実施方法が可能であるが、介護予防ケアマネジメントにつ
いては、原則地域包括支援センターが実施するものであること等から、市町村
による直接実施又は包括的支援事業を受託し地域包括支援センターを設置し
ている法人への委託のいずれかの方法によることとなる。
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６　単価
サービス事業のうち旧介護予防訪問介護等に相当するサービスに係る第１号
事業支給費の額（サービス単価）は、市町村において、国が定める額（旧介護
予防訪問介護及び旧介護予防通所介護に係る単価を踏まえた単価（以下「介
護予防訪問介護等の単価を踏まえた単価」という。））を勘案して、サービス事
業の費用の額を定めることとしており、市町村は、サービス単価を設定するに
当たって、訪問介護員等による専門的サービスであること等を踏まえ、地域の
実情に応じ、ふさわしい単価を定めることが必要である。

また訪問型サービスＡや通所型サービスＡのうち指定事業者によるサービスに
係る第１号事業支給費の額については、市町村において、介護予防訪問介護
等の単価を踏まえた単価を勘案して訪問型サービスＡ及び通所型サービスＡそ
れぞれについてふさわしい単価を定めることとしており、市町村は、サービス内
容や時間、基準等を踏まえ定めることが必要である。

８　給付管理
要支援者が総合事業を利用する場合には、引き続き予防給付に係るサービス
を利用しつつ、総合事業のサービスを利用するケースが想定されることなどか
ら、予防給付の区分支給限度額の範囲内で、予防給付と総合事業を一体的に
給付管理する一方、事業対象者については、市町村が給付管理の上限額を定
めた上で、原則として指定事業者のサービスを利用する場合にのみ給付管理
を行う。
上限額の設定及び給付管理に関しては、市町村が事業の実施要綱等におい
て定めるべきものであるが、事業対象者については以下の点に留意すべきで
ある。
・　事業対象者について、給付管理を行う際は、予防給付の要支援１の区分支
給限度額を目安として行うこと。
・　介護予防ケアマネジメントにおいては、指定事業者によるサービス以外の多
様なサービス等の利用状況も勘案してケアプランを作成することが適当である
こと。また、退院直後で集中的にサービスを利用することが自立支援につなが
ると考えられるケース等、利用者の状態によっては、予防給付の要支援１の区
分支給限度額を超えることも可能であること。
併せて、総合事業における給付管理については、国保連合会が実施すること
が可能な枠組みとしている。
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９　住所地特例適用被保険者に係る財政調整
住所地特例適用被保険者（法第１３条第３項に規定する住所地特例適用被保
険者をいう。以下同じ。）は、引き続き保険者市町村の被保険者として、保険料
も保険者市町村に納めていることから、住所地特例適用被保険者に対する総
合事業の費用は、本来保険者市町村が負担することが適当であるから、市町
村間の財政調整の観点から、当該費用については、政令により算定される額を
保険者市町村が施設所在市町村に対して負担するものである。
そのため、政令において、総合事業に要する費用のうち、施設所在市町村の指
定した指定事業者が提供するサービスと介護予防ケアマネジメントに要した費
用額（総合事業により支出する分に限る。）を、保険者市町村が施設所在市町
村に対して支払う旨規定している。

この際、指定事業者に対する費用の支払は、国保連合会経由で行うことを原則
とするが、介護予防ケアマネジメントに要した費用は、国保連合会経由による
支払ではなく、施設所在市町村が介護予防ケアマネジメントを行う地域包括支
援センターに直接支払うこととなる。これについては、市町村の事務負担軽減
の観点から、国保連合会において全国の市町村と一括して財政調整すること
ができる仕組みを設けたところであり、市町村においては、財源調整を円滑に
実施するため国保連合会と委託契約を締結することが必要である。

第３　一般介護予防事業

１　基本的な考え方
一般介護予防事業は、市町村の独自財源で行う事業や地域の互助、民間サー
ビスとの役割分担を踏まえつつ、高齢者を年齢や心身の状況等によって分け
隔てることなく、住民主体の通いの場を充実させ、人と人とのつながりを通じ
て、参加者や通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりを推進するとと
もに、地域においてリハビリテーション専門職等を活かした自立支援に資する
取組を推進し、要介護状態になっても生きがい・役割をもって生活できる地域を
構築することにより、要介護状態等となることの予防等介護予防を推進するこ
とを目的とする。

２　事業の構成
一般介護予防事業は、介護予防把握事業、介護予防普及啓発事業、地域介
護予防活動支援事業、一般介護予防事業評価事業及び地域リハビリテーショ
ン活動支援事業から構成される。

３　対象者
全ての第１号被保険者及びその支援のための活動に関わる者とする。
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(ウ)　対象者

法第１１５条の４５第１項第１号に規定する居宅要支援被保険者等を対象に実
施する。

居宅要支援被保険者等とは、居宅要支援被保険者のほか、

・　介護保険法施行規則第140条の62の４第２号の規定に基づき厚生労働大臣
が定める基準（平成27年厚生労働省告示第197号）に掲げる様式第１（以下「基
本チェックリスト」という。）の記入内容が同基準様式第２に掲げるいずれかの
基準に該当した者（以下「事業対象者」という。）

・　補助（助成）により実施されるサービスについては要介護認定による介護給
付に係る居宅サービス等を受ける前から継続的に利用する要介護者（以下「継
続利用要介護者」という。）

が含まれる。

(エ)　サービスの提供

①　提供方法
以下の形態のいずれかによって提供するものとする。

(a)　市町村の直接実施
市町村の職員が直接要支援者及び事業対象者（以下「要支援者等」という。）
に対して支援等を実施するもの。

(b)　市町村が省令第140条の69に定める基準に適合する者に対して委託して
実施
法第115条の47第４項の規定により、省令第140条の69に定める基準に適合す
る者に対して、市町村が総合事業の実施を委託して実施するもの。

(c)　指定事業者（法第115条の45の３第１項に規定する指定事業者をいう。以
下同じ。）による実施
法第115条の45の３第１項に基づき、市町村長が指定した事業者が要支援者
等にサービスを提供した場合に、その要した費用について当該要支援者等に
対して第１号事業支給費を支給するもの。

(d)　補助（助成）の方法による実施
地域において活動しているＮＰＯ法人やボランティア等に対して、要支援者等及
び継続利用要介護者に対するサービス提供等を条件として、その立ち上げ経
費や活動に要する費用に対して補助（助成）することにより事業を実施するも
の。

地域支援事業実施要綱
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②　サービス提供の留意事項

上記の(b)から(d)までについては以下の点に留意するものとする。

・　(b)について
介護予防・生活支援サービス事業の委託に当たっては、市町村が省令第140
条の69に定める基準に適合する者に委託しなければならないため、事業の実
施に当たっては、法第115条の45第１項第１号イからニまでを省令第140条の62
の３第２項に規定する基準に基づき、実施する必要がある（他の実施方法にお
いても同様。）。また、委託の場合には、市町村は受託者より実績報告を受けた
うえで、委託料を支払うこととなる。その際、受託者はサービス利用者の人数、
利用者の氏名、被保険者番号、要支援者・事業対象者の別、提供したサービス
の内容等を市町村が定める様式により報告する必要がある。

・　(c)について
指定の有効期間は、省令第140条の63の７に基づき、給付における指定期間で
ある６年を勘案して市町村が定めるものとする。
なお、市町村境に所在する事業所等他市町村の被保険者が利用する場合に
は、他市町村による事業者の指定について配慮すること。
事業者が指定の申請をする際に市町村長に提出する申請書又は書類につい
ては、当該市町村長が認める場合はその一部を省略できることとしている。
また、指定事業者に対しては国保連経由で第１号事業支給費を支給することが
できる。

・　(d)について
補助（助成）の方法で事業を実施する場合について、当該補助（助成）の対象
経費や額等については、立ち上げ支援や活動場所の借り上げの費用、間接経
費（光熱水費、サービスの利用調整等を行う人件費等）等、様々な経費につい
て、市町村がその裁量により対象とすることを可能とするほか、住民主体の多
様なサービスの展開のため、ボランティア活動に対する奨励金（謝礼金）を補助
の対象とすることも可能である。ただし、施設整備の費用（軽微な改修は除
く。）、直接要支援者等に対する支援等と関係ない費用（従業員の募集・雇用、
広告・宣伝に要する費用等）は対象とすることはできない。運営費の一部を補
助するものであるが、例えば補助率を設定せずに年定額での補助を行うことも
可能である。

なお、住民主体の自主的な取組や活動を阻害しないよう、実施主体の活動内
容については、過去に国庫補助金等から一般財源化された事業も含めて実施
を妨げるものではない。

ただし、地域の多様な社会資源を積極的に活用しながら多様な通いの場を創
出する観点から、例えばイ(イ)に定める通所型サービスを、空き家を活用した事
業として実施する場合等において、階段の手すりやスロープの設置、トイレの
改修等高齢者が利用するに当たって必要な軽微な改修を行う場合は、当該費
用を対象として差し支えない。

また、サービスを提供するのは補助（助成）を受けたＮＰＯ法人やボランティア
等となるが、総合事業の実施に当たっては、法第115条の45第１項第１号イか
らハまでを省令第140条の62の３第２項に基づき実施する必要があることから、
補助金（助成金）の交付条件等として当該基準を遵守するよう定める必要があ
る。補助（助成）による実績報告を求める際、どのような報告を求めるかについ
ては、その補助（助成）の方法やサービス内容を踏まえて、市町村が定める。
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(カ)　単価

①　指定事業者による実施の場合

(a)　単価設定について

旧介護予防訪問介護等に相当するサービスに係る第１号事業支給費の額（以
下「サービス単価」という。）は、市町村において国が定める額（介護保険法施
行規則第140条の63の２第１項第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準
（令和３年厚生労働省告示第72号）に定める単価（旧介護予防訪問介護及び
旧介護予防通所介護に係る単価を踏まえた単価（以下「介護予防訪問介護等
の単価を踏まえた単価」という。））を勘案して定めることとしており、市町村は、
サービス単価を設定するに当たって、訪問介護員等による専門的サービスであ
ること等を踏まえ、地域の実情に応じ、ふさわしい単価を定めること。

また、旧介護予防訪問介護等に相当するサービス以外の指定事業者による
サービスに係る第１号事業支給費の額についても、市町村において、介護予防
訪問介護等の単価を踏まえた単価を勘案してふさわしい単価を定めることとし
ており、市町村は、サービス内容や時間、基準等を踏まえ単価を定めること。

なお、月当たりの包括単位とする場合のほか、旧介護予防訪問介護等に相当
するサービスや旧介護予防訪問介護等に相当するサービス以外の指定事業
者等によるサービスを組み合わせながら自立支援につなげられるよう、利用１
回ごとの出来高で定めることができるが、この場合、月の合計単位は、包括単
位を勘案すること。

(オ)　人員・設備・運営基準

①　旧介護予防訪問介護等に相当するサービスの場合

旧介護予防訪問介護等に相当するサービスに係る人員・設備・運営の基準に
ついては、省令第140条の63の６第１号イに規定する平成30年度介護報酬改
定前の指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介
護予防サービス等にかかる介護予防のための効果的な支援の方法に関する
基準（平成18年厚生労働省令第35号。以下「旧介護予防サービス等の基準」と
いう。）に規定する旧介護予防訪問介護等に係る規定及び介護保険法施行規
則第140条の63の６第１号に規定する厚生労働大臣が定める基準（令和３年厚
生労働省告示第71号）の例により、市町村が定める基準によること。

②　旧介護予防訪問介護等に相当するサービス以外の場合

旧介護予防訪問介護等に相当するサービス以外の指定事業者等によるサー
ビスに係る人員・設備・運営の基準については、地域の実情に応じて市町村が
定めること。なお、市町村が当該基準を定める際に、法令により必ず遵守すべ
き事項については、以下のとおりである。

なお、旧介護予防訪問介護等に相当するサービス以外のサービスとして、市町
村の判断により、共生型サービスを参考としたサービスを創設することが可能
であるが、その場合においても、以下の事項について遵守することが必要とな
る。

(a)　従事者の清潔の保持・健康状態の管理
(b)　従事者又は従事者であった者の秘密保持等
(c)　事故発生時の対応
(d)　廃止・休止の届出と便宜の提供
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(キ)　利用者負担

市町村がサービス内容や時間、基準等を踏まえ、要綱等において定めるものと
する。

ただし、住民主体の支援等、事業への補助の形式で実施されるサービスは、当
該支援の提供主体より自主的に実施されるものであることから、当該支援の提
供主体が定めることも可能である。

また、旧介護予防訪問介護等に相当するサービスについては、介護給付の利
用者負担割合（原則１割、一定所得以上の場合は２割又は３割。ただし、負担
割合３割については、平成30年８月からの取扱。）等を勘案して市町村が定め
るが、その下限は介護給付の利用者負担割合とする。旧介護予防訪問介護等
に相当するサービス以外の指定事業者によるサービスの利用者負担について
も、その下限は介護給付の利用者負担割合とする。

なお、以下の点に留意すること。
①　利用者負担は、介護給付と同様に事業費用に対して定率とするほか、１回
当たりの定額の負担とすることも可能である。
②　食材料費及び調理費相当分については、介護給付と同様に利用者負担と
すること。
③　指定事業者によって提供されるサービスについては(コ)に定める高額介護
予防サービス費相当事業の対象となる。それ以外のサービスについては利用
料の設定に当たり低所得者への配慮を行うこと。

(ク)　給付管理

要支援者が総合事業を利用する場合には、予防給付の区分支給限度額の範
囲内で予防給付と総合事業を一体的に給付管理する。一方、事業対象者につ
いては、指定事業者のサービスを利用する場合にのみ、原則給付管理を行うも
のとすること。

事業対象者に係る給付管理の上限額の設定については、市町村が事業の実
施要綱等において、以下の点に留意しつつ定めること。

事業対象者について給付管理を行う際は、予防給付の要支援１の区分支給限
度額を目安として行うこと。ただし、退院直後で集中的にサービス利用すること
が自立支援につながると考えられるケース等、利用者の状態によって、区分支
給限度額を超える場合においては、要支援者２の区分支給限度額を上限とす
ること。

(b)　加算・減算について
旧介護予防訪問介護等に相当するサービスの加算・減算については、介護予
防訪問介護等の単価を踏まえた単価に定める加算・減算について算定するこ
とが可能である。また、旧介護予防訪問介護等に相当するサービス以外の指
定事業者によるサービスについては、介護予防訪問介護等の単価を踏まえた
単価に定める加算・減算を勘案して定められるほか、市町村独自で加算・減算
を定めることができる。なお、市町村独自で加算を定める場合にあっては、加算
も含めて介護予防訪問介護等の単価を踏まえた単価を勘案すること。

(c)　１単位当たりの単価設定
旧介護予防訪問介護等に相当するサービスに係る１単位当たりの単価は、介
護給付の訪問介護及び通所介護の地域区分の１単位当たりの単価を用いるこ
と。また、旧介護予防訪問介護等に相当するサービス以外の指定事業者によ
るサービスに係る１単位当たりの単価は、旧介護予防訪問介護等に相当する
サービスに係る１単位当たりの単価又は10円で市町村が定めること。
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(コ)　高額介護予防サービス費相当事業

①　目的
市町村は、総合事業によるサービス利用に係る利用者負担の家計に与える影
響を考慮し、高額介護予防サービス費に相当する事業を実施することができ
る。

②　対象
対象となるサービスは、(エ)①(c)に定める指定事業者によるサービスである。

③　実施内容
市町村が地域の実情に応じて実施するものとするが、給付と事業の両方を利
用している場合は、法第51条又は法第61条に基づく給付の高額介護（予防）
サービス費の支給を算定した後、高額介護予防サービス費相当の事業による
支給を算定することとし、高額介護（予防）サービス費の支給計算にあたって、
事業の利用による影響は与えないことに留意すること。なお、給付における高
額介護（予防）サービス費との一体実施の観点から、所得判定及び自己負担
限度額等は給付と同様に設定すること。

④　住所地特例適用被保険者に対する事業の実施者
住所地特例適用被保険者は、引き続き保険者市町村の被保険者として、保険
料も保険者市町村に納めていることから、当該被保険者に対する地域支援事
業の費用は保険者市町村が負担することになるため、住所地特例適用被保険
者の高額介護予防サービス費相当事業は保険者市町村が実施する。
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注１　利用者に対して、訪問型サービス事業所（訪問型サービスの事業を行う
事業所をいう。以下同じ。）の訪問介護員等（介護保険法施行規則等の一部を
改正する省令（平成２７年厚生労働省令第４号）第５条の規定による改正前の
指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防
サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成
１８年厚生労働省令第３５号。以下「旧指定介護予防サービス基準」という。）第
５条第１項に規定する訪問介護員等に相当する者をいう。以下同じ。）が、訪問
型サービスを行った場合に、次に掲げる区分に応じ、イからハまでについては１
月につき、ニからトまでについては１回につき、それぞれ所定単位数を算定す
る。

単位数表
１　訪問型サービス費
イ　訪問型サービス費(Ⅰ)　１，１７６単位
ロ　訪問型サービス費(Ⅱ)　２，３４９単位
ハ　訪問型サービス費(Ⅲ)　３，７２７単位
ニ　訪問型サービス費(Ⅳ)　２６８単位
ホ　訪問型サービス費(Ⅴ)　２７２単位
ヘ　訪問型サービス費(Ⅵ)　２８７単位
ト　訪問型サービス費（短時間サービス）　１６７単位

訪問型サービス
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２　介護保険法施行規則第２２条の２３第２項に規定する生活援助従事者研修
課程の修了者が身体介護に従事した場合は、当該月において算定しない。

３　訪問型サービス事業所の所在する建物と同一の敷地内若しくは隣接する敷
地内の建物若しくは訪問型サービス事業所と同一の建物（以下この注において
「同一敷地内建物等」という。）に居住する利用者又は訪問型サービス事業所
における１月当たりの利用者が同一の建物に２０人以上居住する建物（同一敷
地内建物等を除く。）に居住する利用者に対して、訪問型サービスを行った場
合は、所定単位数の１００分の９０に相当する単位数を算定する。

４　別に厚生労働大臣が定める地域に所在する訪問型サービス事業所（その
一部として使用される事務所が当該地域に所在しない場合は、当該事務所を
除く。）又はその一部として使用される事務所の訪問介護員等が訪問型サービ
スを行った場合は、特別地域加算として、所定単位数の１００分の１５に相当す
る単位数を所定単位数に加算する。

イ　訪問型サービス費(Ⅰ)　介護予防サービス計画（法第８条の２第１６項に規
定する介護予防サービス計画をいい、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省
令第３６号）第８３条の９第１号ハ及びニに規定する計画を含む。以下同じ。）及
びケアプランにおいて１週に１回程度の訪問型サービスが必要とされた事業対
象者（介護保険法施行規則第１４０条の６２の４第２号に定める者をいう。以下
同じ。）又は要支援状態区分が要支援１若しくは要支援２である者に対して訪
問型サービスを行った場合

ロ　訪問型サービス費(Ⅱ)　介護予防サービス計画及びケアプランにおいて１
週に２回程度の訪問型サービスが必要とされた事業対象者又は要支援状態区
分が要支援１若しくは要支援２である者に対して訪問型サービスを行った場合

ハ　訪問型サービス費(Ⅲ)　介護予防サービス計画及びケアプランにおいて１
週に２回を超える程度の訪問型サービスが必要とされた事業対象者又は要支
援状態区分が要支援２である者に対して訪問型サービスを行った場合

ニ　訪問型サービス費(Ⅳ)　事業対象者又は要支援状態区分が要支援１若しく
は要支援２である者に対して、１月の中で全部で４回以下の訪問型サービスを
行った場合

ホ　訪問型サービス費(Ⅴ)　事業対象者又は要支援状態区分が要支援１若しく
は要支援２である者に対して、１月の中で全部で５回以上８回以下の訪問型
サービスを行った場合

ヘ　訪問型サービス費(Ⅵ)　事業対象者又は要支援状態区分が要支援２であ
る者に対して、１月の中で全部で９回以上１２回以下の訪問型サービスを行っ
た場合

ト　訪問型サービス費（短時間サービス）　事業対象者又は要支援状態区分が
要支援１若しくは要支援２である者に対して、身体介護（利用者の身体に直接
接触して行う介助並びにこれを行うために必要な準備及び後始末並びに利用
者の日常生活を営むのに必要な機能の向上等のための介助及び専門的な援
助をいう。以下同じ。）が中心であり、かつ、１月の中で全部で２２回以下の訪問
型サービスを行った場合
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リ　生活機能向上連携加算
（１）　生活機能向上連携加算(Ⅰ)　１００単位
（２）　生活機能向上連携加算(Ⅱ)　２００単位

注１　（１）について、サービス提供責任者が、指定介護予防訪問リハビリテー
ション事業所（指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに
指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関
する基準（以下「指定介護予防サービス基準」という。）第７９条第１項に規定す
る指定介護予防訪問リハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）、指定介護
予防通所リハビリテーション事業所（指定介護予防サービス基準第１１７条第１
項に規定する指定介護予防通所リハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）
又はリハビリテーションを実施している医療提供施設（医療法（昭和２３年法律
第２０５号）第１条の２第２項に規定する医療提供施設をいい、病院にあって
は、許可病床数が２００床未満のもの又は当該病院を中心とした半径４キロ
メートル以内に診療所が存在しないものに限る。注２において同じ。）の医師、
理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の助言に基づき、生活機能の向上を
目的とした訪問型サービス計画を作成し、当該訪問型サービス計画に基づく訪
問型サービスを行ったときは、初回の当該訪問型サービスが行われた日の属
する月に、所定単位数を加算する。

チ　初回加算　２００単位
注　訪問型サービス事業所において、新規に訪問型サービス計画（旧指定介
護予防サービス基準第３９条第２号に規定する介護予防訪問介護計画に相当
するものをいう。以下同じ。）を作成した利用者に対して、サービス提供責任者
（旧指定介護予防サービス基準第５条第２項に規定するサービス提供責任者
に相当する者をいう。以下同じ。）が初回若しくは初回の訪問型サービスを行っ
た日の属する月に訪問型サービスを行った場合又は当該訪問型サービス事業
所のその他の訪問介護員等が初回若しくは初回の訪問型サービスを行った日
の属する月に訪問型サービスを行った際にサービス提供責任者が同行した場
合は、１月につき所定単位数を加算する。

５　別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、１月当たり実利用者数が
５人以下である訪問型サービス事業所（その一部として使用される事務所が当
該地域に所在しない場合は、当該事務所を除く。）又はその一部として使用さ
れる事務所の訪問介護員等が訪問型サービスを行った場合は、所定単位数の
１００分の１０に相当する単位数を所定単位数に加算する。

６　訪問型サービス事業所の訪問介護員等が、別に厚生労働大臣が定める地
域に居住している利用者に対して、通常の事業の実施地域を越えて、訪問型
サービスを行った場合は、所定単位数の１００分の５に相当する単位数を所定
単位数に加算する。

７　利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規模多機能
型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護を受けている間は、
訪問型サービス費は、算定しない。

８　利用者が一の訪問型サービス事業所において訪問型サービスを受けてい
る間は、当該訪問型サービス事業所以外の訪問型サービス事業所が訪問型
サービスを行った場合に、訪問型サービス費は、算定しない。ただし、当該複数
の訪問型サービス事業所がいずれもニからトまでのいずれかの算定に係る訪
問型サービスを行った場合は、この限りでない。
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ヌ　介護職員処遇改善加算
注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改善等
を実施しているものとして市町村長に届け出た訪問型サービス事業所が、利用
者に対し、訪問型サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、令
和６年３月３１日までの間（（４）及び（５）については、令和４年３月３１日までの
間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれ
かの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し
ない。
（１）　介護職員処遇改善加算(Ⅰ)　イからリまでにより算定した単位数の１０００
分の１３７に相当する単位数
（２）　介護職員処遇改善加算(Ⅱ)　イからリまでにより算定した単位数の１０００
分の１００に相当する単位数
（３）　介護職員処遇改善加算(Ⅲ)　イからリまでにより算定した単位数の１０００
分の５５に相当する単位数
（４）　介護職員処遇改善加算(Ⅳ)　（３）により算定した単位数の１００分の９０
に相当する単位数
（５）　介護職員処遇改善加算(Ⅴ)　（３）により算定した単位数の１００分の８０
に相当する単位数

ル　介護職員等特定処遇改善加算
注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金の改善
等を実施しているものとして市町村長に届け出た訪問型サービス事業所が、利
用者に対し、訪問型サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、
次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの
加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。
（１）　介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ)　イからリまでにより算定した単位数
の１０００分の６３に相当する単位数
（２）　介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ)　イからリまでにより算定した単位数
の１０００分の４２に相当する単位数

２　（２）について、利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテーション事業
所、指定介護予防通所リハビリテーション事業所又はリハビリテーションを実施
している医療提供施設の医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、
指定介護予防訪問リハビリテーション（指定介護予防サービス基準第７８条に
規定する指定介護予防訪問リハビリテーションをいう。以下同じ。）、指定介護
予防通所リハビリテーション（指定介護予防サービス基準第１１６条に規定する
指定介護予防通所リハビリテーションをいう。以下同じ。）等の一環として当該
利用者の居宅を訪問する際にサービス提供責任者が同行する等により、当該
医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士と利用者の身体の状況等の
評価を共同して行い、かつ、生活機能の向上を目的とした訪問型サービス計画
を作成した場合であって、当該医師、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚
士と連携し、当該訪問型サービス計画に基づく訪問型サービスを行ったとき
は、初回の当該訪問型サービスが行われた日の属する月以降３月の間、１月
につき所定単位数を加算する。ただし、（１）を算定している場合は、算定しな
い。
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ヲ　介護職員等ベースアップ等支援加算
注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金の改善
等を実施しているものとして市町村長に届け出た訪問型サービス事業所が、利
用者に対し、訪問型サービスを行った場合は、イからリまでにより算定した単位
数の１０００分の２４に相当する単位数を所定単位数に加算する。
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注１　旧指定介護予防サービス基準第９７条に定める看護職員（看護師又は准
看護師をいう。以下同じ。）又は介護職員の員数を置いているものとして市町村
長に届け出た通所型サービス事業所（通所型サービスの事業を行う事業所を
いう。以下同じ。）において、通所型サービスを行った場合に、次に掲げる区分
に応じ、（１）及び（２）については１月につき、（３）及び（４）については１回につ
き、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数又は看護職員若しく
は介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別
に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。
（１）　事業対象者・要支援１　事業対象者又は要支援状態区分が要支援１であ
る者に対して、通所型サービスを行った場合
（２）　事業対象者・要支援２　事業対象者又は要支援状態区分が要支援２であ
る者に対して、通所型サービスを行った場合
（３）　事業対象者・要支援１　事業対象者又は要支援状態区分が要支援１であ
る者に対して、１月の中で全部で４回以下の通所型サービスを行った場合
（４）　事業対象者・要支援２　事業対象者又は要支援状態区分が要支援２であ
る者に対して、１月の中で全部で５回以上８回以下の通所型サービスを行った
場合

２　通所型サービス事業所の従業者（旧指定介護予防サービス基準第９７条第
１項に規定する介護予防通所介護従業者に相当する者をいう。）が、別に厚生
労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、通常の事業の実施地
域を越えて、通所型サービスを行った場合は、所定単位数の１００分の５に相
当する単位数を所定単位数に加算する。

２　通所型サービス費
イ　通所型サービス費
（１）　事業対象者・要支援１（１月につき）　１，６７２単位
（２）　事業対象者・要支援２（１月につき）　３，４２８単位
（３）　事業対象者・要支援１（１回につき）　３８４単位
（４）　事業対象者・要支援２（１回につき）　３９５単位

通所型サービス
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ロ　生活機能向上グループ活動加算　１００単位

注　次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に届け出
て、利用者の生活機能の向上を目的として共通の課題を有する複数の利用者
からなるグループに対して実施される日常生活上の支援のための活動（以下
「生活機能向上グループ活動サービス」という。）を行った場合は、１月につき所
定単位数を加算する。ただし、この場合において、同月中に利用者に対し、運
動器機能向上加算、栄養改善加算、口腔くう機能向上加算又は選択的サービ
ス複数実施加算のいずれかを算定している場合は、算定しない。

イ　生活相談員、看護職員、介護職員、機能訓練指導員（理学療法士、作業療
法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資
格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上勤務し、機能訓練指
導に従事した経験を有するはり師又はきゅう師を含む。）その他通所型サービ
ス事業所の従業者が共同して、利用者ごとに生活機能の向上の目標を設定し
た通所型サービス計画（旧指定介護予防サービス基準第１０９条第２号に規定
する介護予防通所介護計画に相当するものをいう。以下同じ。）を作成している
こと。

ロ　通所型サービス計画の作成及び実施において利用者の生活機能の向上に
資するよう複数の種類の生活機能向上グループ活動サービスの項目を準備
し、その項目の選択に当たっては、利用者の生活意欲が増進されるよう利用者
を援助し、利用者の心身の状況に応じた生活機能向上グループ活動サービス
が適切に提供されていること。

ハ　利用者に対し、生活機能向上グループ活動サービスを１週につき１回以上
行っていること。

３　利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護若しく
は介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規模多機能型居宅介
護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護を受けている間は、通所型
サービス費は、算定しない。

４　利用者が一の通所型サービス事業所において通所型サービスを受けてい
る間は、当該通所型サービス事業所以外の通所型サービス事業所が通所型
サービスを行った場合に、通所型サービス費は、算定しない。ただし、当該複数
の通所型サービス事業所がいずれもイ（３）又は（４）の算定に係る通所型サー
ビスを行った場合は、この限りでない。

５　通所型サービス事業所と同一建物に居住する者又は通所型サービス事業
所と同一建物から当該通所型サービス事業所に通う者に対し、通所型サービ
スを行った場合は、次に掲げる区分に応じ、１月につき次の単位を所定単位数
から減算する。ただし、傷病により一時的に送迎が必要であると認められる利
用者その他やむを得ない事情により送迎が必要であると認められる利用者に
対して送迎を行った場合は、この限りでない。
（１）　イ（１）又は（３）を算定している場合　３７６単位
（２）　イ（２）又は（４）を算定している場合　７５２単位
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(2)　生活機能向上グループ活動加算の取扱いについて

生活機能向上グループ活動加算は、自立した日常生活を営むための共通の課
題を有する利用者に対し、生活機能の向上を目的とした活動をグループで行っ
た場合に算定できる。また、集団的に行われるレクリエーションや創作活動等
の機能訓練を実施した場合には算定できないこと。なお、当該加算を算定する
場合は、次の①から③までを満たすことが必要である。

①　生活機能向上グループ活動の準備
ア　利用者自らが日常生活上の課題に応じて活動を選択できるよう、次に掲げ
る活動項目を参考に、日常生活に直結した活動項目を複数準備し、時間割を
組むこと。
（活動項目の例）
家事関連活動
衣：洗濯機・アイロン・ミシン等の操作、衣服の手入れ（ボタンつけ等）等
食：献立作り、買い出し、調理家電（電子レンジ、クッキングヒーター、電気ポット
等）・調理器具（包丁、キッチン鋏、皮むき器等）の操作、調理（炊飯、総菜、行
事食等）、パン作り等
住：日曜大工、掃除道具（掃除機、モップ等）の操作、ガーデニング等
通信・記録関連活動
機器操作（携帯電話操作、パソコン操作等）、記録作成（家計簿、日記、健康
ノート等）
イ　一のグループの人数は６人以下とすること。

②　利用者ごとの日常生活上の課題の把握と達成目標の設定

介護職員、生活相談員、看護職員、機能訓練指導員（理学療法士、作業療法
士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師及びこ
れらの資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機能訓練指
導に従事した経験を有するはり師、きゅう師を含む。）、その他の職種の者（以
下「介護職員等」という。）が生活機能向上グループ活動サービスを行うに当
たっては、次のアからエまでに掲げる手順により行うものとする。なお、アからエ
までの手順により得られた結果は、通所型サービス計画に記録すること。

ア　当該利用者が、(一)要支援状態等に至った理由と経緯、(二)要支援状態等
となる直前の日常生活の自立の程度と家庭内での役割の内容、(三)要支援状
態等となった後に自立してできなくなったこと若しくは支障を感じるようになった
こと、(四)現在の居宅における家事遂行の状況と家庭内での役割の内容、(五)
近隣との交流の状況等について把握すること。把握に当たっては、当該利用者
から聞き取るほか、家族や地域包括支援センター等から必要な情報を得るよう
努めること。

イ　アについて把握した上で、具体的な日常生活上の課題及び到達目標を当
該利用者と共に設定すること。到達目標は、おおむね３月程度で達成可能な目
標とし、さらに段階的に目標を達成するためにおおむね１月程度で達成可能な
目標（以下「短期目標」という。）を設定すること。到達目標及び短期目標につい
ては、当該利用者のケアプラン等と整合性のとれた内容とすること。

ウ　介護職員等は、当該利用者の同意を得た上で到達目標を達成するために
適切な活動項目を選定すること。当該利用者の活動項目の選定に当たって
は、生活意欲を引き出すなど、当該利用者が主体的に参加できるよう支援する
こと。

エ　生活機能向上グループ活動の(一)実施時間は、利用者の状態や活動の内
容を踏まえた適切な時間とし、(二)実施頻度は１週につき１回以上行うこととし、
(三)実施期間はおおむね３月以内とする。介護職員等は、（一）から（三）までに
ついて、当該利用者に説明し、同意を得ること。
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③　生活機能向上グループ活動の実施方法

ア　介護職員等は、予め生活機能向上グループ活動に係る計画を作成し、当
該活動項目の具体的な内容、進め方及び実施上の留意点等を明らかにしてお
くこと。

イ　生活機能向上グループ活動は、一のグループごとに、当該生活機能向上グ
ループ活動の実施時間を通じて１人以上の介護職員等を配置することとし、同
じグループに属する利用者が相互に協力しながら、それぞれが有する能力を
発揮できるよう適切な支援を行うこと。

ウ　介護職員等は、当該サービスを実施した日ごとに、実施時間、実施内容、
参加した利用者の人数及び氏名等を記録すること。

エ　利用者の短期目標に応じて、おおむね１月ごとに、利用者の当該短期目標
の達成度と生活機能向上グループ活動における当該利用者の客観的な状況
についてモニタリングを行うとともに、必要に応じて、生活機能向上グループ活
動に係る計画の修正を行うこと。

オ　実施期間終了後、到達目標の達成状況及び②のアの㈢から㈤までの状況
等について確認すること。その結果、当該到達目標を達成している場合には、
当該利用者に対する当該生活機能向上グループ活動を終了し、当該利用者を
担当する地域包括支援センター等に報告すること。また、当該到達目標を達成
していない場合には、達成できなかった理由を明らかにするとともに、当該サー
ビスの継続の必要性について当該利用者及び地域包括支援センター等と検討
すること。その上で、当該サービスを継続する場合は、適切に実施方法及び実
施内容等を見直すこと。

ハ　運動器機能向上加算　２２５単位

注　次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に届け出
て、利用者の運動器の機能向上を目的として個別的に実施される機能訓練で
あって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下
「運動器機能向上サービス」という。）を行った場合は、１月につき所定単位数を
加算する。

イ　専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業療法士、言語聴
覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師
（はり師及びきゅう師については、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看
護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格を有する機能訓練指
導員を配置した事業所で６月以上勤務し、機能訓練指導に従事した経験を有
する者に限る。）（以下この注において「理学療法士等」という。）を１名以上配
置していること。

ロ　利用者の運動器の機能を利用開始時に把握し、理学療法士等、介護職
員、生活相談員その他の職種の者が共同して、運動器機能向上計画を作成し
ていること。

ハ　利用者ごとの運動器機能向上計画に従い理学療法士等、介護職員その他
の職種の者が運動器機能向上サービスを行っているとともに、利用者の運動
器の機能を定期的に記録していること。

ニ　利用者ごとの運動器機能向上計画の進捗状況を定期的に評価しているこ
と。

ホ　利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が
定める基準のいずれにも該当しない通所型サービス事業所であること。
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(3)　運動器機能向上加算の取扱いについて

①　通所型サービスにおいて運動器機能向上サービスを提供する目的は、当
該サービスを通じて要支援者等ができる限り要介護状態等にならず自立した
日常生活を営むことができるよう支援することであることに留意しつつ行うこと。
②　理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩
マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師（はり師及びきゅう師については、理学
療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッ
サージ指圧師の資格を有する機能訓練指導員を配置した事業所で６月以上機
能訓練指導に従事した経験を有する者に限る。）（以下「理学療法士等」とい
う。）を１名以上配置して行うものであること。
③　運動器機能向上サービスについては、以下のアからキまでに掲げるとお
り、実施すること。

ア　利用者ごとに看護職員等の医療従事者による運動器機能向上サービスの
実施に当たってのリスク評価、体力測定等を実施し、サービスの提供に際して
考慮すべきリスク、利用者のニーズ及び運動器の機能の状況を、利用開始時
に把握すること。

イ　理学療法士等が、暫定的に、利用者ごとのニーズを実現するためのおおむ
ね３月程度で達成可能な目標（以下「長期目標」という。）及び長期目標を達成
するためのおおむね１月程度で達成可能な目標（以下「短期目標」という。）を
設定すること。長期目標及び短期目標については、地域包括支援センター等に
おいて作成された当該利用者に係るケアプラン等と整合が図れたものとするこ
と。

ウ　利用者に係る長期目標及び短期目標を踏まえ、理学療法士等、看護職
員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、当該利用者ごとに、
実施する運動の種類、実施期間、実施頻度、１回当たりの実施時間、実施形態
等を記載した運動器機能向上計画を作成すること。その際、実施期間について
は、運動の種類によって異なるものの、おおむね３月間程度とすること。また、
作成した運動器機能向上計画については、運動器機能向上サービスの提供に
よる効果、リスク、緊急時の対応等と併せて、当該運動器機能向上計画の対象
となる利用者に分かりやすい形で説明し、その同意を得ること。なお、通所型
サービスにおいては、運動器機能向上計画に相当する内容を通所型サービス
計画の中に記載する場合は、その記載をもって運動器機能向上計画の作成に
代えることができるものとすること。

エ　運動器機能向上計画に基づき、利用者ごとに運動器機能向上サービスを
提供すること。その際、提供する運動器機能向上サービスについては、国内外
の文献等において介護予防の観点からの有効性が確認されている等の適切な
ものとすること。また、運動器機能向上計画に実施上の問題点（運動の種類の
変更の必要性、実施頻度の変更の必要性等）があれば直ちに当該計画を修正
すること。

オ　利用者の短期目標に応じて、おおむね１月間ごとに、利用者の当該短期目
標の達成度と客観的な運動器の機能の状況についてモニタリングを行うととも
に、必要に応じて、運動器機能向上計画の修正を行うこと。

カ　運動器機能向上計画に定める実施期間終了後に、利用者ごとに、長期目
標の達成度及び運動器の機能の状況について、事後アセスメントを実施し、そ
の結果を当該利用者に係る地域包括支援センター等に報告すること。地域包
括支援センター等による当該報告も踏まえた介護予防ケアマネジメントの結
果、運動器機能向上サービスの継続が必要であるとの判断がなされる場合に
ついては、前記アからカまでの流れにより、継続的に運動器機能向上サービス
を提供する。

キ　旧基準省令第107条において準用する第19条において規定するサービス
の提供の記録において利用者ごとの運動器機能向上計画に従い、理学療法士
等、経験のある介護職員その他の職種の者が、利用者の運動器の機能を定期
的に記録する場合は、当該記録とは別に運動器機能向上加算の算定のため
に利用者の運動器の機能を定期的に記録する必要はないものとすること。
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リ　事業所評価加算　１２０単位
注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届
け出た通所型サービス事業所において、評価対象期間（事業所評価加算を算
定する年度の初日の属する年の前年の１月から１２月までの期間（ハ若しくは
ヘの注に掲げる基準又はトの注に掲げる別に厚生労働大臣が定める基準に適
合しているものとして市町村長に届け出た年においては、届出の日から同年１
２月までの期間）をいう。）の満了日の属する年度の次の年度内に限り１月につ
き所定単位数を加算する。

ニ　若年性認知症利用者受入加算　２４０単位
注　受け入れた若年性認知症利用者（介護保険法施行令（平成１０年政令第４
１２号）第２条第６号に規定する初老期における認知症によって要支援者となっ
たものをいう。以下同じ。）ごとに個別の担当者を定めているものとして市町村
長に届け出た通所型サービス事業所において、若年性認知症利用者に対して
通所型サービスを行った場合は、１月につき所定単位数を加算する。

ホ　栄養アセスメント加算　５０単位

注　次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に届け出た
通所型サービス事業所において、利用者に対して、管理栄養士が介護職員等
と共同して栄養アセスメント（利用者ごとの低栄養状態のリスク及び解決すべき
課題を把握することをいう。以下この注において同じ。）を行った場合は、１月に
つき所定単位数を加算する。ただし、当該利用者が栄養改善加算又は選択的
サービス複数実施加算の算定に係る栄養改善サービスを受ける間及び当該栄
養改善サービスが終了した日の属する月は、算定しない。

イ　当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上
配置していること。

ロ　利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職
種の者（ヘの注において「管理栄養士等」という。）が共同して栄養アセスメント
を実施し、当該利用者又はその家族に対してその結果を説明し、相談等に必
要に応じ対応すること。

ハ　利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、栄養管理の実施
に当たって、当該情報その他栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要な
情報を活用していること。

ニ　利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が
定める基準のいずれにも該当しない通所型サービス事業所であること。
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(6)　栄養改善加算の取扱いについて

通所介護における栄養改善加算と基本的に同様であるので、老企第36号第２
の７の(16)を参照されたい。ただし、通所型サービスにおいて栄養改善サービス
を提供する目的は、当該サービスを通じて要支援者等ができる限り要介護状
態等にならないで自立した日常生活を営むことができるよう支援することである
ことに留意すること。

なお、要支援者等に対する当該サービスの実施に当たっては、栄養ケア計画
に定める栄養改善サービスをおおむね３月実施した時点で栄養状態の改善状
況について評価を行い、その結果を当該要支援者等に係る地域包括支援セン
ター等に報告するとともに、栄養状態に係る課題が解決され当該サービスを継
続する必要性が認められない場合は、当該サービスを終了するものとする。

ヘ　栄養改善加算　２００単位

注　次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に届け出
て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者に対して、当該利
用者の低栄養状態の改善等を目的として、個別的に実施される栄養食事相談
等の栄養管理であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認め
られるもの（以下「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、１月につき所
定単位数を加算する。

イ　当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上
配置していること。
ロ　利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士等が共同して、利
用者ごとの摂食・嚥えん下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成し
ていること。

ハ　利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該利用者の居宅を訪
問し、管理栄養士等が栄養改善サービスを行っているとともに、利用者の栄養
状態を定期的に記録していること。

ニ　利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価していること。

ホ　利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が
定める基準のいずれにも該当しない通所型サービス事業所であること。

ト　口腔機能向上加算
注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届
け出て、口腔くう機能が低下している利用者又はそのおそれのある利用者に対
して、当該利用者の口腔くう機能の向上を目的として、個別的に実施される口
腔くう清掃の指導若しくは実施又は摂食・嚥えん下機能に関する訓練の指導若
しくは実施であって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資すると認められ
るもの（以下この注及びチにおいて「口腔くう機能向上サービス」という。）を行っ
た場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる単位数を所
定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合
においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。
イ　口腔くう機能向上加算(Ⅰ)　１５０単位
ロ　口腔くう機能向上加算(Ⅱ)　１６０単位
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(8)　選択的サービス複数実施加算の取扱いについて

当該加算は、選択的サービスのうち複数のサービスを組み合わせて実施する
ことにより、要支援者等の心身機能の改善効果を高め、介護予防に資する
サービスを効果的に提供することを目的とするものである。なお、算定に当たっ
ては以下に留意すること。
①　実施する選択的サービスごとに、(3)、(6)、(7)に掲げる各選択的サービスの
取扱いに従い適切に実施していること。
②　いずれかの選択的サービスを週１回以上実施すること。
③　複数の種類の選択的サービスを組み合わせて実施するに当たって、各選
択的サービスを担当する専門の職種が相互に連携を図り、より効果的なサー
ビスの提供方法等について検討すること。

(7)　口腔機能向上加算の取扱いについて

通所介護における口腔機能向上加算と基本的に同様であるので、老企第36号
第２の７の(18)を参照されたい。ただし、通所型サービスにおいて口腔機能向上
サービスを提供する目的は、当該サービスを通じて要支援者等ができる限り要
介護状態等にならないで自立した日常生活を営むことができるよう支援するこ
とであることに留意すること。

なお、要支援者等に対する当該サービスの実施に当たっては、口腔機能改善
管理指導計画に定める口腔機能向上サービスをおおむね３月実施した時点で
口腔機能の状態の評価を行い、その結果を当該要支援者に係る地域包括支
援センター等に報告するとともに、口腔機能向上に係る課題が解決され当該
サービスを継続する必要性が認められない場合は、当該サービスを終了するも
のとする。

ヌ　サービス提供体制強化加算
注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届
け出た通所型サービス事業所が利用者に対し通所型サービスを行った場合
は、当該基準に掲げる区分に従い、利用者の区分に応じて１月につき次に掲げ
る所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している
場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。
（１）　サービス提供体制強化加算(Ⅰ)
(一)　事業対象者・要支援１　８８単位
(二)　事業対象者・要支援２　１７６単位
（２）　サービス提供体制強化加算(Ⅱ)
(一)　事業対象者・要支援１　７２単位
(二)　事業対象者・要支援２　１４４単位
（３）　サービス提供体制強化加算(Ⅲ)
(一)　事業対象者・要支援１　２４単位
(二)　事業対象者・要支援２　４８単位

チ　選択的サービス複数実施加算
注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、市町村長に届
け出た通所型サービス事業所が、利用者に対し、運動器機能向上サービス、
栄養改善サービス又は口腔くう機能向上サービスのうち複数のサービスを実施
した場合に、１月につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、
運動器機能向上加算、栄養改善加算又は口腔くう機能向上加算を算定してい
る場合は、次に掲げる加算は算定しない。また、次に掲げるいずれかの加算を
算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。
イ　選択的サービス複数実施加算(Ⅰ)　４８０単位
ロ　選択的サービス複数実施加算(Ⅱ)　７００単位
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カ　介護職員処遇改善加算
注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改善等
を実施しているものとして市町村長に届け出た通所型サービス事業所が、利用
者に対し、通所型サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、令
和６年３月３１日までの間（（４）及び（５）については、令和４年３月３１日までの
間）、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれ
かの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し
ない。
（１）　介護職員処遇改善加算(Ⅰ)　イからワまでにより算定した単位数の１００
０分の５９に相当する単位数
（２）　介護職員処遇改善加算(Ⅱ)　イからワまでにより算定した単位数の１００
０分の４３に相当する単位数
（３）　介護職員処遇改善加算(Ⅲ)　イからワまでにより算定した単位数の１００
０分の２３に相当する単位数
（４）　介護職員処遇改善加算(Ⅳ)　（３）により算定した単位数の１００分の９０
に相当する単位数
（５）　介護職員処遇改善加算(Ⅴ)　（３）により算定した単位数の１００分の８０
に相当する単位数

ワ　科学的介護推進体制加算　４０単位
注　次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に届け出た
通所型サービス事業所が、利用者に対し通所型サービスを行った場合は、１月
につき所定単位数を加算する。
イ　利用者ごとのＡＤＬ値（ＡＤＬの評価に基づき測定した値をいう。）、栄養状
態、口腔くう機能、認知症（法第５条の２第１項に規定する認知症をいう。）の状
況その他の入所者の心身の状況等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提
出していること。
ロ　必要に応じて通所型サービス計画を見直すなど、通所型サービスの提供に
当たって、イに規定する情報その他通所型サービスを適切かつ有効に提供す
るために必要な情報を活用していること。

ル　生活機能向上連携加算
注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届
け出た通所型サービス事業所において、外部との連携により、利用者の身体
の状況等の評価を行い、かつ、個別機能訓練計画を作成した場合には、当該
基準に掲げる区分に従い、イについては、利用者の急性増悪等により当該個
別機能訓練計画を見直した場合を除き３月に１回を限度として、１月につき、ロ
については１月につき、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、
次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその
他の加算は算定しない。また、運動器機能向上加算を算定している場合、イは
算定せず、ロは１月につき１００単位を所定単位数に加算する。
イ　生活機能向上連携加算(Ⅰ)　１００単位
ロ　生活機能向上連携加算(Ⅱ)　２００単位

ヲ　口腔くう・栄養スクリーニング加算
注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する通所型サービス事業所の従
業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔くうの健康状態のスク
リーニング又は栄養状態のスクリーニングを行った場合に、次に掲げる区分に
応じ、１回につき次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲
げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加
算は算定せず、当該利用者について、当該事業所以外で既に口腔くう・栄養ス
クリーニング加算を算定している場合にあっては算定しない。
（１）　口腔くう・栄養スクリーニング加算(Ⅰ)　２０単位
（２）　口腔くう・栄養スクリーニング加算(Ⅱ)　５単位

30／60



総合事業（天晴れ介護サービス編） 

タ　介護職員等ベースアップ等支援加算
注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金の改善
等を実施しているものとして市町村長に届け出た通所型サービス事業所が、利
用者に対し、通所型サービスを行った場合は、イからワまでにより算定した単
位数の１０００分の１１に相当する単位数を所定単位数に加算する。

ヨ　介護職員等特定処遇改善加算
注　別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金の改善
等を実施しているものとして市町村長に届け出た通所型サービス事業所が、利
用者に対し、通所型サービスを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、
次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの
加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。
（１）　介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ)　イからワまでにより算定した単位数
の１０００分の１２に相当する単位数
（２）　介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ)　イからワまでにより算定した単位数
の１０００分の１０に相当する単位数
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②　事業内容

介護予防ケアマネジメントは、要支援者等から依頼を受けて、介護予防及び日
常生活支援を目的として、その心身の状況、置かれている環境その他の状況
に応じて、その選択に基づき、訪問型サービス、通所型サービス、その他生活
支援サービスのほか、一般介護予防や市町村の独自施策､市場において民間
企業により提供される生活支援サービスも含め、要支援者等の状態等にあっ
た適切なサービスが包括的かつ効率的に提供されるよう必要な援助を行う事
業とする。

③　基本的な考え方

介護予防ケアマネジメントは、介護予防の目的である「高齢者が要介護状態に
なることをできる限り防ぐ」「要支援・要介護状態になっても状態がそれ以上に
悪化しないようにする」ために、高齢者自身が地域における自立した日常生活
を送ることができるよう支援するものであり、基本的なケアマネジメントのプロセ
スに基づくものである。

地域において、高齢者が健康を維持し、改善可能な場合は適切な支援を受け
て改善に向かい、医療や介護、生活支援等を必要とする状態になっても住み慣
れた地域で暮らし、その生活の質を維持・向上させるためには、高齢者一人一
人が自分の健康増進や介護予防についての意識を持ち、自ら必要な情報にア
クセスするとともに、介護予防、健康の維持・増進に向けた取組を行うことが重
要となる。

介護予防ケアマネジメントは、介護予防支援と同様、地域包括支援センターが
要支援者等に対するアセスメントを行い、その状態や置かれている環境等に応
じて、目標を設定し、その達成に向けて介護予防の取り組みを生活の中に取り
入れ、自ら実施、評価できるよう支援する。また、高齢者自身が、地域で何らか
の役割を果たせる活動を継続することにより、日常生活上の何らかの困りごと
に対して、心身機能の改善だけではなく、地域の中で生きがいや役割を持って
生活できるような居場所に通い続ける等、「心身機能」「活動」「参加」の視点を
踏まえた内容となるよう要支援者等の選択を支援していくことも重要である。

介護予防ケアマネジメントについては、適切なアセスメントの実施により、利用
者の状況を踏まえた目標を設定し、利用者本人がそれを理解した上で、その達
成のために必要なサービスを主体的に利用して、目標の達成に取り組んでい
けるよう、具体的に介護予防・生活支援サービス事業等の利用について検討
し、ケアプランを作成するものとする。

介護予防ケアマネジメント
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⑥　実施担当者（実施体制）

介護予防ケアマネジメントは、利用者本人が居住する地域包括支援センターに
おいて、実施するものとする。地域包括支援センターに配置されている３職種
（保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員）のほか、介護支援専門員等の
指定介護予防支援業務を行っている職員により実施することができ、これらの
職員が相互に協働しながら行うものである。ただし、包括的支援事業全体の円
滑な実施を考えた上で、地域包括支援センターが介護予防ケアマネジメントの
一部を指定居宅介護支援事業所に委託し、当該事業所の介護支援専門員に
よって実施することもできる。

介護予防ケアマネジメントの実施に当たっては、地域包括支援センターの実施
件数、指定居宅介護支援事業所の受託件数の制限は設けておらず、居宅介護
支援費の逓減制には含めていないが、地域包括支援センターにおける包括的
支援事業の実施状況や介護予防ケアマネジメントと介護予防支援事業を合わ
せた全体の業務量等を考慮して人員配置等の体制整備をしていただきたい。

介護予防ケアマネジメントの実施体制としては、以下のような体制が考えられ
る。

(a)　地域包括支援センターが、すべての介護予防ケアマネジメントを行う。

(b)　居宅介護支援事業所に委託する場合において、初回の介護予防ケアマネ
ジメントは、地域包括支援センターが行い､（１クール終了後の）ケアプランの継
続、変更の時点以後は、居宅介護支援事業所が行い、適宜地域包括支援セン
ターが関与する。

(c)　居宅介護支援事業所が多くのケースについて介護予防ケアマネジメントを
行う場合も、初回の介護予防ケアマネジメント実施時に地域包括支援センター
が立ち会うよう努めるとともに、地域ケア会議等を活用しつつ、その全てに関与
する。

⑨　実施の手順

介護予防ケアマネジメントは、「指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並
びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関
する基準」（平成18年厚生労働省令第37号。以下「指定介護予防支援等基準」
という。）の「第４章　介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」及
び「介護予防・日常生活支援総合事業における介護予防ケアマネジメント（第１
号介護予防支援事業）の実施及び介護予防手帳の活用について」（平成27年６
月５日厚生労働省老健局振興課長通知）を参照の上、実施するものとする。な
お、具体的な事業の実施に当たっては、別添１の様式１から様式４までの様式
のほか、市町村で定める様式を活用し、適切にケアマネジメントを実施するもの
とする。
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介護予防ケアマネジメント対象者要件の確認（介護保険担当窓口で実施）

○ 相談受付の窓口は、介護保険担当窓口、地域包括支援センター等を想定。
担当職員は、専門職に限るものではない。
（以下、例として介護保険担当窓口での受付対応の場合を示す。）

○ 総合事業の説明

・　窓口においては、相談の目的や希望するサービスを聴き取るとともに、総合
事業の趣旨と手続き、要介護認定等の申請、基本チェックリストを活用して迅
速なサービス事業の利用が開始できること、総合事業のサービス利用開始後
も要介護認定等申請も可能であること等を説明する。
・　更に、総合事業の趣旨として、①効果的な介護予防ケアマネジメントと自立
支援に向けたサービス展開による要支援状態等からの自立の促進や重度化
予防の推進を図る事業であること、②ケアマネジメントの中で、本人が目標を立
て、その達成に向けてサービスを利用しながら一定期間取り組んだ上で、目標
達成の後は、より自立へ向けた次のステップに移っていくことを説明する。
・　このとき、予防給付や介護給付によるサービスを希望している場合等は、要
介護認定等申請の案内を行う。

○　介護予防ケアマネジメント対象者要件の確認

・　利用者が総合事業のサービス事業の利用を希望する場合、要支援認定の
有無、または要支援認定を受けてない者については、基本チェックリストの記入
により、事業対象者の基準に該当するかどうかを確認する。（様式１、２参照）
・　要支援者又は事業対象者の基準に該当した者については、地域包括支援
センターが利用者宅を訪問して介護予防ケアマネジメントを行うこと、そのため
に利用者の情報を地域包括支援センターに伝える旨を説明し、その上で、介護
予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書を記入の上、窓口に提出してもらう。
（様式３参照）
・　基本チェックリストの結果、事業対象者の基準に該当した者については、こ
の届出に基づいて市町村がサービス事業対象者として登録し、利用者の被保
険者証に「サービス事業対象者」である旨を記載したものを交付する。即時の
交付ができない場合は、資格者証を交付し、後日サービス事業対象者として登
録後の被保険者証を郵送する。
・　要支援者については、既に要支援の認定結果が記載されているため、改め
て被保険者証を提出する必要はない。
・　基本チェックリストは、基本的に質問項目の趣旨を聴きながら本人が記入
し、状況を確認するものであること、相談に来られた方が希望されれば要介護
認定等を受けることもできること等から、行政処分には当たらないものと整理し
ている。
・　サービス事業対象者の情報を速やかにその圏域担当の地域包括支援セン
ターに送付する。

○　サービス事業利用のための手続は、原則、被保険者本人が直接窓口に出
向いて行う。ただし、本人が来所できない（入院中である、相談窓口が遠い、外
出に支障がある等）場合は、電話や家族の来所による相談に基づき、本人の
状況や相談の目的等を聴き取る。その場合の基本チェックリストの活用につい
ては、本人や家族が行ったものに基づき、介護予防ケアマネジメントのプロセス
で、地域包括支援センター等が本人の状況を確認するとともに、事業の説明等
を行い、適切なサービスの利用につなげる。

居宅介護支援事業所等からの代行によるチェックリストの提出も可とするが、
本人が来所できない場合と同様の扱いとする。

○　第２号被保険者については、特定疾病に起因して要介護状態等となってい
ることがサービスを受ける前提となるため、要支援の認定を受けることにより、
サービス事業を受けることができる。
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イ ケアプラン原案（ケアマネジメント結果）作成

○　目標の設定
・　生活の目標については、「表４ 介護予防ケアマネジメントにおける課題と目
標の例」などを参考にしながら、単に心身機能の改善だけを目指すのではなく、
心身機能の改善や環境調整などを通じて、生活の質の向上を目指すものとし
て、利用者が、自分の目標として意識できるような内容・表現となるように設定
する。
・　また、計画に定めた実施期間の間に取り組むことにより、その達成がほぼ可
能と思われ、利用者自身でも評価できる具体的な目標とすることが望ましい。

○　利用するサービス内容の選択
・　利用するサービスを検討する際は、単にサービス事業の利用のみに限定せ
ず、広く社会資源の情報を収集した上で、家族や地域住民による支援、一般介
護予防事業における住民主体の活動や、民間企業の利用も積極的に位置づ
け、本人の自立支援を支えるケアプラン原案を本人と共に作成する。
・　サービス事業の組み合わせについては以下の点にも留意する。
　サービス事業の訪問型サービスと通所型サービスとその他の生活支援サー
ビスを、組み合わせて利用することができる。
　例えば、通所型サービスなどの１つのサービス事業について、生活機能の向
上や自立支援に向けて、専門職によるサービスの類型と、住民主体の支援の
類型を組み合わせる
等、複数の類型（例：現行の通所介護と通所型サービスＢ）を合わせて利用す
ることができる。
・　利用回数及び利用時間については、利用者の状況や環境、希望等を勘案し
て適切な利用回数、利用時間を設定する。
・　給付管理については、要支援者が総合事業を利用する場合は、給付に残さ
れたサービスを利用しつつ、総合事業のサービス（指定事業者のサービス）を
利用するケースも想定されることから、予防給付の区分支給限度額の範囲内
で、給付と事業を一体的に給付管理する。
一方で、総合事業の給付管理については、指定事業者によるサービスを利用
する場合にのみ行う。その際は、予防給付の要支援１の限度額を目安とする。
介護予防ケアマネジメントにおいては、指定事業者によるサービス以外の多様
なサービス等の利用状況も勘案してケアプランを作ることが適当であり、例え
ば、退院直後で集中的にサービス利用することが自立支援に繋がると考えられ
るようなケース等利用者の状況によっては、予防給付の要支援１の限度額を超
える（ただし、要支援２の限度額内）ことも可能である。
その場合は、評価時期を柔軟に設定し、利用者の状況の変化を把握しながら、
適宜利用するサービスの見直しをはかる。

ア アセスメント（課題分析）
○　利用者の自宅に訪問して本人との面接による聴き取り等を通じて行う。
○　より本人にあった目標設定に向けて「興味・関心シート」なども利用して、本
人の趣味活動、社会的活動、生活歴等も聞き取りながら、「～できない」という
課題から、「～したい」「～できるようになる」というような目標に変換していく作
業が必要である。（様式４参照）
○　プロセスの中で、利用者本人の生活機能の低下等についての自覚を促す
とともに、介護予防に取り組む意欲を引き出すため、この段階から、本人及び
家族とコミュニケーションを深め、信頼関係の構築に努める。

介護予防ケアマネジメント利用の手続
○　利用に当たっては、サービス事業の運営規程等重要事項を文書で説明し、
利用者の同意を得る。
○　電話や利用者以外の者による相談に基づいて介護予防ケアマネジメントの
実施につなげるために訪問し、利用者と面接している場合は、この場で利用者
に窓口と同様の説明もあわせて行い、同意を得る。
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カ サービス利用開始／キ モニタリング（給付管理）（ケアマネジメントＢの一
部、ケアマネジメントＣの場合を除く）
○　ケアマネジメントＡの場合は、介護予防支援と同様に、少なくとも３ヶ月に１
回及びサービスの評価期間の終了月、利用者の状況に著しい変化のあったと
きには、訪問して面接する。利用者の状況に変化のあった場合は、必要に応じ
て計画の見直しを行う。
それ以外の月においては、可能な限り、利用者の通所先を訪問する等の方法
により利用者に面接するよう努めるとともに、面接ができない場合は、電話等に
より利用者との連絡を実施する。
○　ケアマネジメントＢの場合は、利用者及び家族との相談によって設定した時
期に、利用者宅を訪問して面接する。
○　ケアマネジメントＢ、ケアマネジメントＣの該当者については、利用者の状況
変化等があった際に、サービス実施者側から地域包括支援センターへ情報が
入る体制を作っておく。
※ 状況悪化を見逃さない仕組みづくりの例
・　サービス提供者と地域包括支援センターの間で、利用中止・無断欠席など
のケースについて報告する仕組みをつくる。
・　定期的に専門職が活動の場を巡回し、参加状況を確認する。
・　活動の場における体力測定等で、悪化の兆しを発見する。
・　出席簿を作成の上、毎月報告を求める。

ク 評価 （ケアマネジメントＣの場合を除く）
○　ケアマネジメントＡ，Ｂについては、設定したケアプランの実施期間の終了
時には、利用者宅を訪問して、プランの実施状況を踏まえて目標の達成状況を
評価し、利用者と共有しながら、新たな目標の設定や、利用するサービスの見
直し等今後の方針を決定する。

ウ サービス担当者会議
○　ケアマネジメントＡ、Ｂにおいて実施する。
○　ケアマネジメントＢにおいては、サービス担当者会議を省略する場合も想定
しているが、ケアプランの変更等を行ったときは、利用者、サービス実施者とも
その内容を共有することが必要である。

エ 利用者への説明・同意
オ ケアプラン確定・交付（ケアマネジメント結果交付）（利用者、サービス実施
者）
○　サービス担当者会議の内容を踏まえたケアプランについて、利用者及び家
族に説明し、同意を得る。
○　本人の同意を得て、地域包括支援センターよりケアプランをサービス実施
者にも交付する。
○　ケアマネジメントＣの場合は、ケアマネジメント結果を利用者に交付し、サー
ビス実施者には、利用者から持参してもらうか、利用者の同意を得て、地域包
括支援センターから送付する。

○　更に、このケアプランの実施期間、モニタリングの実施間隔についても利用
者とよく相談しながら設定しケアプラン全体を作成する。
利用者に対して、抽出した課題を丁寧に説明し、理解を得るとともに、ケアプラ
ン原案（ケアマネジメント結果表等）の内容を検討していく中で、利用者の意向
も踏まえながら、目標の設定やその達成に向けての取組、利用するサービス、
実施期間、モニタリングの実施間隔等を検討し、ケアプラン原案（ケアマネジメ
ント結果）全体を作成する。その経過の中でケアマネジメントＡ、Ｂ、Ｃのケアマ
ネジメントの類型についても検討されていくものである。
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３　介護予防ケアマネジメント費

イ　介護予防ケアマネジメント費（１月につき）　４３８単位
注　介護予防ケアマネジメント費は、利用者に対して、介護予防ケアマネジメン
トを行った場合に、所定単位数を算定する。

ロ　初回加算　３００単位
注　介護予防ケアマネジメント事業所（介護予防ケアマネジメントの事業を行う
事業所をいう。以下同じ。）において、新規にケアプランを作成する利用者に対
し介護予防ケアマネジメントを行った場合については、初回加算として、１月に
つき所定単位数を加算する。

ハ　委託連携加算　３００単位
注　介護予防ケアマネジメント事業所が利用者に提供する介護予防ケアマネジ
メントを指定居宅介護支援事業所（指定居宅介護支援等の事業の人員及び運
営に関する基準（平成１１年厚生省令第３８号）第２条第１項に規定する指定居
宅介護支援事業所をいう。以下同じ。）に委託する際、当該利用者に係る必要
な情報を当該指定居宅介護支援事業所に提供し、当該指定居宅介護支援事
業所におけるケアプランの作成等に協力した場合は、当該委託を開始した日の
属する月に限り、利用者１人につき１回を限度として所定単位数を加算する。
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その他
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【一般介護予防事業】P.14
問１７ 一般介護予防事業に、送迎の委託契約も含めてよいか。

（答）
これまで通り、介護予防普及啓発事業で介護予防教室等を行う場合は、生活
機能の低下により、送迎なしでは通所が困難である者に限り、送迎の対象とし
て差し支えない。

【サービスの類型】P.21～23
問１ 訪問型サービスにおいて、典型的な例として訪問型サービスＡ～Ｄが示さ
れているが、全てを実施しなければならないのか。また、典型例として示された
サービス種別以外のサービスを実施することは可能か。

（答）
１ 新しい総合事業は、生活支援コーディネーターの配置等を通じて地域の支え
合いの体制づくりを推進し、既存の介護サービス事業者によるサービス提供か
ら、高齢者を始め住民が担い手として積極的に参加する支援まで、それぞれの
地域の実情に応じてサービスの多様化を図っていき、高齢者のニーズに応え
ていくことを目的としている。
２ ガイドライン案でお示ししたサービスの類型は、多様なサービスを提供してい
くためには、市町村が地域の実情に応じてサービスを類型化し、それに併せた
基準や単価等を定めることが必要であることから、地域の好事例を踏まえて整
理した典型的な例であって、全てを実施する必要はなく、また地域の実情に応
じて異なる類型を定めることを妨げるものではない。

主なQ&A

【介護予防・生活支援サービス事業、一般介護予防事業】P.12
問１２ 訪問型サービスＣ及び通所型サービスＣ（短期集中予防サービス）と、地
域リハビリテーション活動支援事業の違いは何か。

（答）
１ 地域リハビリテーション活動支援事業は、対象者個人へ直接的にサービスを
提供するものではなく、
①住民主体の介護予防活動への技術的支援、②介護職員等への技術的支
援、③地域ケア会議やサービス担当者会議におけるケアマネジメント支援な
ど、地域におけるリハビリテーション専門職等を活かした自立支援に資する取
組を推進するものである。
２ なお、介護予防・生活支援サービス事業における訪問型サービスＣ及び通所
型サービスＣ（短期集中予防サービス）は、従来の介護予防事業における二次
予防事業に位置づけられていた訪問型介護予防事業及び通所型介護予防事
業を充実した内容を想定しており、対象者個人へ直接的にサービスを提供する
ものである。具体的には、保健・医療の専門職が中心となり、日常生活に支障
のある生活行為を明らかにするためのアセスメント訪問を行い、利用者の個別
性に応じて、通所において必要な予防サービスを短期集中で提供するものであ
る。
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【サービスの類型】P.24
問５ その他の生活支援サービスとして、①配食、②見守り、③訪問型サービス
及び通所型サービスの一体的提供等の３つのサービスを既定することを予定
とあるが、これだけか。例えば、外出支援として移送サービスを実施することは
できないのか。

（答）
１ その他の生活支援サービスについては、現時点では御指摘の３つのサービ
ス以外のサービスを対象とする予定はない。
２ 移送サービスについては、外出支援サービス事業が一般財源化された経緯
があること等も踏まえれば、訪問型サービスの類型の一つ（訪問型サービス 
D）としてお示ししているサービス(①介護予防・生活支援サービス事業と一体的
に行う移動支援、②移送前後の生活支援)以外を介護予防・生活支援サービス
事業で実施することはできないと考えている。

【サービスの類型】P.21～24
問２ 介護予防・日常生活支援総合事業における通所型サービスＣ及び訪問型
サービスＣ（短期集中予防サービス）において、例えば運動器関連プログラムを
実施する際に、医師の判断をどのように考えればよいか。

（答）
１ 介護予防・日常生活支援総合事業における通所型サービスＣ及び訪問型
サービスＣ（短期集中予防サービス）は、従来の介護予防事業における二次予
防事業に位置づけられていた通所型介護予防事業及び訪問型介護予防事業
を充実した内容を想定している。
２ したがって、これまで通り、例えば、心臓疾患、骨折等の傷病を有している者
については、運動器の関連のプログラムの実施により、病状悪化のおそれがあ
ることから、プログラム参加の適否について医師の判断を求める必要がある

【サービスの類型】P.21～23
問３ ガイドラインの別紙「訪問型サービスの例（※典型例として整理したもの）」
中、「Ⅵ 訪問型サービスＤ（移動支援）」は具体的にはどのような事業なのか。

（答）
１ 御指摘の「Ⅳ 訪問型サービスＤ（移動支援）」については、①介護予防・生活
支援サービスと一体的に行う移動支援や、②移送前後の生活支援であり、例
えば、ガイドラインの別紙「訪問型のサービスの例（※典型例として整理したも
の）」にあるように、
① サロン等の通所型サービスを利用する場合における送迎とその前後のサロ
ン等の通所型サービスにおける支援
② 通院等をする場合における送迎前後の付き添いの支援
※ 介護保険における訪問介護の一形態である通院等乗降介助のイメージ
などが含まれると考えている。
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【総合事業の制度的な枠組み】P.97
問５ 指定事業者に対して定期的に実地指導を行わなければならないのか。ま
た、多様なサービスに対する指導の必要があるのか。その場合の基準はどの
ようなものか。

（答）
指定事業者に対する指導については、総合事業の趣旨を踏まえ、必要に応じ
て市町村において適切に実施していただきたい。なお、不正事案があった場合
には、改正後の介護保険法第 115 条の 45 の７及び第 115 条の 45 の８の規
定も踏まえ、状況に応じて市町村において適切に実施していただきたい。また、
多様なサービスについても、市町村においてボランティア等の住民主体の柔軟
な取組を妨げるものとならないように留意しつつ要綱及び委託契約等に基づき
適切に対応していただきたい。

【サービスの類型】P.21～23
問８ 総合事業の訪問型サービスにおいては、要介護者の訪問介護ではできな
いことになっている大掃除や家具の移動などの生活援助を実施することはでき
るのか。

（答）
１ 総合事業に関しては、住民主体による支援を推進する等地域の支え合いの
体制づくりを推進し、多様な主体による多様なサービスを充実することにより、
要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目指すも
のである。
２ 仮に、大掃除や家具の移動等のサービスが、当該目的に沿うと判断されれ
ば、市町村は住民主体による支援（ガイドライン案で示している③訪問型サー
ビスＢを想定）を活用して実施することは可能である。
３ 一方、現行の給付と同じスキームで行われる指定事業者を利用したサービ
ス提供（ガイドライン案で示している①訪問介護、②訪問型サービスＡ（緩和し
た基準によるサービス）によるサービス提供を想定）においては、訪問介護の
制度の整合性等の観点から、そのようなサービスの提供は想定していない。

【サービスの類型】P.21～24
問７ 介護予防・生活支援サービス事業の通所型サービスＢを実施する事業主
体が、同日同時間帯に一般介護予防事業の地域介護予防活動支援事業（通
いの場）を実施した場合、両事業に対する補助金を交付することは可能か。不
可能な場合、異なる時間帯（曜日）ではどうか。

（答）
１ 介護予防・生活支援サービス事業の通所型サービスＢと一般介護予防事業
の地域介護予防活動支援事業（通いの場）については、①対象者が「要支援者
等が中心」か「第１号被保険者が中心」か、②定期的な利用が可能か否か、が
主な相違点である。
２ したがって、同日同時間帯に一つの場所で事業を実施する場合に、例えば、
利用者に要支援者と元気な高齢者などが混在している場合でも、事業の目的
を定める際には、通所型サービスＢか一般介護予防事業の地域介護予防活動
支援事業(通いの場)のいずれかの事業を選択するものと考えられる（事業の目
的によって、中心となる利用者が決まると考えられる）ことから、２つの事業を実
施していると捉えることは想定していない。
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【総合事業の制度的な枠組み】P.113
問２１ ガイドライン案では「認定結果が出る前にサービス事業を利用した場合、
認定結果が要介護１以上であっても、認定結果の出た日以前のサービス事業
利用分の報酬は、総合事業より支給されるものとする」とあるが、この場合、同
様のサービスを利用しても、単価は認定前の暫定利用分については総合事業
の単価で日割算定し、認定後の利用分については介護給付の訪問介護・通所
介護として算定することになるのか。

（答）
お見込みのとおり。

【サービスの類型】P.21【サービスの利用の流れ】P.65
問６ 介護予防ケアマネジメントについて、「介護予防ケアマネジメント業務契約
書」「重要事項説明書」を対象者と取り交わす必要があるか。必要な場合、様式
は示されるのか。同様に、サービスを提供する事業者と対象者の間での契約に
ついては、どのようになるのか。

（答）
１ 生活支援・介護予防サービス事業（以下「サービス事業」という。）において
は、従来の要支援相当の者に対して、指定介護予防支援と同様に、ケアマネジ
メントに基づいてサービス事業の内容等を決定していくことから、介護予防ケア
マネジメント（第一号介護予防支援事業）を行う地域包括支援センター（又は委
託された居宅介護支援事業者）においては、現行の指定介護予防支援の開始
の際と同様に、重要事項を記した文書を交付して説明を行い、利用者の同意を
得ていただいた上で、ケアマネジメントを開始することになると考えている。な
お、契約書については、現行と同様に、必ずしも作成しなくても差し支えないと
考えている。

２ サービス提供者と利用者の間については、利用者に丁寧に説明をした上で、
利用を開始いただくことが重要であるが、契約等については利用するサービス
事業の実施方法によって、異なる扱いとなることが想定され、具体的には以下
のとおりになると考えられる。
・ 総合事業の指定事業者によるサービスを利用する場合には、現在の介護給
付等と同様に、指定事業者は、利用者に対して重要事項を記した文書を交付し
て説明を行い、利用者の同意を得ていただいた上で、サービス提供が開始され
ることになる。
・ 市町村による直接実施や委託によるサービス事業については、サービス提
供者と利用者の間で、なんらかの内容説明や利用の申込といった行為に基づ
いてサービス提供が開始されることが想定される。この場合においては、市町
村が地域の実情に応じて書面の作成等判断していただきたい。
・ 補助によるサービス事業は、例えば、地域の高齢者による支え合い等による
住民主体のサロン等が想定されるが、提供者と利用者の区別がなく、各々が
役割を持って利用を続けることによる介護予防の効果なども期待されているも
のであることを踏まえつつ、市町村による直接実施や委託のサービス事業と同
様に、実施主体の状況に応じて判断していただきたい。
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問７ 「介護予防小規模多機能型居宅介護」「介護予防認知症対応型共同生活
介護」の利用者が、総合事業のサービスをあわせて利用することはできるの
か。

（答）
「介護予防小規模多機能型居宅介護」「介護予防認知症対応型共同生活介
護」は、利用者に対して必要なサービスを包括的に提供する性質であることか
ら、介護予防・生活支援サービス事業のうち、指定事業者によるサービス（現行
相当サービス、緩和した基準によるサービス（サービスＡ））を併用することは想
定していない。
一方で、住民主体の支援である通所型サービスＢなど利用者の自立支援、社
会参加を促すサービスを、本人の状態等にあわせて利用することは妨げるもの
ではないが、併用に関しては、目標設定や利用目的等を利用者及び家族と十
分に検討されたい。
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